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第２章 交通規制総則

第１ 交通規制の概要

公安委員会は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、又は交通公害その

他の道路の交通に起因する障害を防止するため必要があると認めるときは、政令で定めるところに

より、信号機又は道路標識等を設置し、及び管理して、交通整理、歩行者若しくは遠隔操作型小型

車（遠隔操作により道路を通行しているものに限る。以下同じ。）（以下「歩行者等」という。）又

は車両若しくは路面電車（以下「車両等」という。）の通行の禁止その他の道路における交通の規

制を実施することができる（法第４条第１項）。

公安委員会が交通規制を行うことができるのは、

○ 道路における危険の防止

○ 交通の安全と円滑

○ 交通公害その他の道路の交通に起因する障害の防止

をするため必要があると認めるときであり、これは単独であっても重複しても差し支えないが、そ

れ以外の目的での交通規制は認められず、また、目的達成のため必要最小限の交通規制でなければ

ならない。

１ 交通規制の実施機関

(1) 公安委員会（法第４条第１項）

公安委員会は、法第４条第１項の要件に該当し、必要があると認めるときは交通規制を行う

ことができる。

交通規制は、区域、区間又は場所を定めて行い、必要があれば対象を限定し、又は日若しく

は時間を限定して行うことができる。

(2) 警察署長（法第５条第１項、令第３条の２）

警察署長は、公安委員会の委任により、政令で定める次の交通規制のうち、適用期間が１か

月を超えない（連続して１か月以内）交通規制を行うことができる。

ア 通行の禁止（法第８条第１項）

イ 歩行者用道路（法第８条第１項及び第９条）

ウ 歩行者等横断禁止（法第13条第２項）

エ 最高速度（法第22条）

オ 車両横断禁止・転回禁止（法第25条の２第２項）

カ 追越し禁止（法第30条）

キ 徐行（法第42条）

ク 一時停止（法第43条）

ケ 駐停車禁止（法第44条第１項)
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コ 駐車禁止（法第45条第１項又は第２項）

サ 高齢運転車等標章自動車停車可又は駐車可（法第45条の２第１項）

シ 停車可又は駐車可（法第46条）

ス 停車又は駐車の方法の指定（法第48条）

なお、警察署長が行うことができる交通規制は、公安委員会の交通規制が行われていない場

合、又は公安委員会の交通規制が行われている場合に更に異なる交通規制を行う場合に限られ、

公安委員会が行った交通規制を、警察署長が解除することはできない。

(3) 高速道路交通警察隊長等への委任（法第114条の３）

この法律の規定により警察署長の権限に属する事務のうち、高速自動車国道等に係るものは、

公安委員会の定めるところにより、当該高速自動車国道等における交通警察に関する事務を処

理する警視以上の警察官に行わせることができる。

２ 交通規制の要件

(1) 交通規制の適法要件

道路標識等の設置による交通規制の効力発生要件は、

① 公安委員会（警察署長等の交通規制の場合は、当該警察署長等。以下同じ。）の意思決定

に基づき

② 法令の定める種類・様式のものを

③ 法令の定める方法によって設置し

④ 法令の定める機能等を保持していること

である。

公安委員会が交通規制を行う場合に、その内容を告示することがあるが、法律上、交通規制

の効力発生要件ではない。

なお、交通規制を行う場合において、緊急を要するため道路標識等を設置するいとまがない

とき、その他道路標識等による交通の規制をすることが困難であると認めるときは、公安委員

会は、警察官の現場における指示により、道路標識等の設置及び管理による交通規制に相当す

る交通の規制をすることができる。（法第４条第１項後段）

(2) 意思決定

ア 意思決定の内容

交通規制は、規制の種類、場所等を定めて、必要により対象を限定し、又は適用される日

若しくは時間を限定して行うもので、その効力の発生要件として、公安委員会の意思決定が

必要である。

意思決定の内容は、どのような交通規制が行われるのか明確に判断できるもので、かつ、

意思決定の内容は道路標識等の表示する意味と一致するものでなければならない。

特に、日時又は対象を限定（特定）して交通規制を行う場合は、不明確な表現となること

があるので、次のことに留意して実施すること。

(ｱ) 日時を限定して交通規制を行う場合
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時間については、「○時から○時まで」又は「○時○○分から○時○○分まで」のよう

に明確に規制時間が分かるものとし、「通学時間」、「バス運行時」等規制時間が不明瞭な

表現は避けること。

日・期間については、「休日」、「土・日曜、休日を除く」又は「○月から○月まで」の

ように明確に規制日が分かるものとし、「平日」、「週末」、「学校の休校日」「冬季」等規制

日が不明瞭な表現は避けること。

(ｲ) 対象を限定して交通規制を行う場合

対象については、道路利用者が分かりやすい、明確かつ簡潔なものとする。対象から除

く車両の種類を表示する方が簡潔な場合にあっては、対象から除く車両の種類（「自転車

を除く」、「路線バスを除く」等）により、対象となる車両の種類を表示する方が簡潔な場

合にあっては、規制の対象となる車両の種類（「大貨等」、「二輪及び軽車両」等）により

行うものとする。

なお、「○○関係者に限る」、「地域住民を除く」等規制対象が不明瞭な表現は避けるこ

と。

イ 区画線との関係

法第２条第２項及び標識令第７条の規定により、「車道中央線」を表示する区画線は「中

央線」を表示する道路標示に、「車道外側線」を表示する区画線（歩道の設けられていない

道路又は道路の歩道の設けられていない側の路端寄りに設けられ、かつ、実線で表示される

ものに限る。）は「路側帯」を表示する道路標示に、それぞれみなされるので、公安委員会

の意思決定を要しない。

しかし、「車線境界線」及び「車道外側線」を表示する区画線（「車道外側線」を表示する

ものにあっては「路側帯」を表示する道路標示にみなされる場合を除く。）は、「車両通行帯」

を表示する道路標示としての効果を持たせる必要がある場合には、公安委員会による「車両

通行帯」設置の意思決定が必要である。

(3) 交通規制の効力発生時期及び消滅時期

交通規制の効力は、交通規制の効力発生要件をすべて充足したとき、すなわち、交通規制権

限のある者の意思により、法令に定められた手段・方法により道路標識等が設置・管理された

ときに発生し、この効力発生要件が一つでも欠けたときには交通規制の効力は消滅する。

第２ 道路管理者等との関係

１ 道路管理者等の行う通行の禁止等

道路管理者、道路監理員及び自動車道事業者は、一定の要件のもとで道路の通行を禁止し又は

制限することができる。

なお、この通行の禁止又は制限は、道路管理権に基づくものであり、道路の構造を保全し、又

は交通の危険を防止するために必要な範囲に限られる。

(1) 道路管理者（道路法（昭和27年法律第180号）第46条第１項、第３項及び第47条第３項）
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道路管理者は、一定の場合において道路又は水底トンネルの構造を保全し、又は交通の危険

を防止するため、道路の通行を禁止し、又は制限することができる。

(2) 道路監理員（道路法第46条第２項）

道路監理員は、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、一時、道路の通行を

禁止し、又は制限することができる。

(3) 自動車道事業者（道路運送法（昭和26年法律第183号）第68条第３項）

自動車道事業者は、一般自動車道（道路運送法第２条第８項）が、天災その他の事由により

自動車の通行に支障を生じたときは、直ちにその通行の禁止その他適切な危害予防の措置を講

じなければならない。

２ 協議等

公安委員会は、特定の交通の規制を行うときは道路管理者又は地方自治体の長等に対して意見

聴取又は協議を行わなければならない。一方、道路管理者が道路の改築や通行の禁止、制限等を

行うときは、公安委員会に対して意見聴取又は協議することとなっている。

これらは、良好な道路交通環境を実現するために行うものであるから、常に緊密な連携を保つ

とともに、意見聴取や協議の時期、内容等が適正なものとなるように配慮しなければならない。

道路管理者等との協議等については次表のとおりである。
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１ 交通公害発生時の資料提供要求 公安委員会は、交通公害の防止に関し交通規制を行う場合

（法第110条の２第１項） において、必要があると認めるときは、都道府県知事その他

関係地方公共団体の長に対し、当該交通公害に関する資料の

提供を求めることができる。

２ (1) 広域にわたる通行禁止の意見聴取 公安委員会は、第８条第１項の道路標識等により次の交通

（法第110条の２第２項） 規制を行い自動車の通行を禁止する場合において、広域にわ

公 たり道路における交通に著しい影響を及ぼすおそれがあると

安 きは、都道府県知事、関係地方行政機関の長及び政令指定都

委 市の市長の意見を聴かなければならない。

員 ア 各種通行止め

会 イ 車両進入禁止

か ウ 大型自動二輪車及び普通自動二輪車二人乗り通行禁止

ら エ 指定方向外進行禁止

道 オ 重量制限

路 カ 高さ制限

管 キ 特定小型原動機付自転車・自転車用道路

理 ク 特定小型原動機付自転車・自転車及び歩行者用道路

者 ケ 歩行者用道路

等 コ 一方通行

へ サ 特定小型原動機付自転車・自転車一方通行

の

意 (2) 一般道路において意見聴取 公安委員会は、次の交通規制を行うときは、道路管理者の

見 （法第110条の２第３項） 意見を聴かなければならない。ただし、キ～チの交通規制を

聴 行う場合において、緊急を要するためやむを得ないと認めら

取 れるときは、この限りでない。この場合は、事後において速

等 やかに当該交通規制に関する事項を通知しなければならな

い。

ア 車線境界線（法第２条第１項第３号）

イ 路側帯（法第２条第１項第３号の４）

ウ 横断歩道（法第２条第１項第４号）

エ 自転車横断帯（法第２条第１項第４号の２）

オ 車両通行帯（法第２条第１項第７号）

カ 環状の交差点における右回り通行（法第４条第３項）

キ 各種通行止め（法第８条第１項）

ク 車両進入禁止（法第８条第１項）

ケ 大型自動二輪車及び普通自動二輪車二人乗り通行禁止

（法第８条第１項）

コ 指定方向外進行禁止（法第８条第１項）

サ 重量制限（法第８条第１項）

シ 高さ制限（法第８条第１項）

ス 特定小型原動機付自転車・自転車用道路（法第８条第１項）

セ 特定小型原動機付自転車・自転車及び歩行者用道路（法

第８条第１項）

ソ 歩行者用道路（法第８条第１項）

タ 一方通行（法第８条第１項）

チ 特定小型原動機付自転車・自転車一方通行（法第８条第１項）

ツ 歩行者等横断禁止（法第13条第２項）

テ 中央線（法第17条第４項）

ト 右側通行（法第17条第５項第５号）

ナ 安全地帯（法第17条第６項）

ニ 立入り禁止部分（法第17条第６項）

ヌ 最高速度（法定速度を超えるものに限る。）（法第22条

第１項）

ネ 最低速度（法第23条）



- 8 -

ノ 一般原動機付自転車の右折方法（二段階）（法第34条第５項）

ハ 一般原動機付自転車の右折方法（小回り）（法第34条第５項）

ヒ 時間制限駐車区間（法第49条第１項）

フ 特例特定小型原動機付自転車・普通自転車歩道通行可

（法第63条の４第１項）

ヘ 普通自転車の交差点進入禁止（法第63条の７第２項）

(3) 高速自動車国道等における協議 公安委員会は、高速自動車国道又は自動車専用道路につい

（法第110条の２第４項） て、次の交通規制を行うときは、道路管理者と協議しなけれ

ばならない。ただし、緊急を要するためやむを得ないと認め

られるときは、この限りでない。この場合は、事後において

速やかに当該交通規制に関する事項を通知しなければならない。

ア 前記(2)の規制

イ 追越しのための右側部分はみ出し通行禁止（法第17条第

５項第４号）

ウ 追越し禁止（法第30条）

エ 徐行（法第42条）

オ 最低速度（法第75条の４）

(4) 路上駐車場が設置されている道路の意 公安委員会は、路上駐車場が設けられている道路の部分に

見聴取 おける駐停車禁止又は駐車禁止の規制をしようとするとき

（法第110条の２第５項、第６項、第 は、当該路上駐車場を設置した地方公共団体の意見を聴いた

７項） 上で期間を定めて行わなければならない。

この場合において、緊急を要するためやむを得ないと認め

られるときは、当該地方公共団体の意見を聴かないで当該禁

止をすることができるものとし、当該禁止をしたときは、す

みやかに当該禁止をした旨及び禁止の期間を通知しなければ

ならない。

また、路上駐車場が設けられている道路の部分について時

間制限駐車区間として指定しようとするときは、当該路上駐

車場を設置した地方公共団体の意見を、駐車場整備地区内に

時間制限駐車区間を指定しようとする場合において、駐車場

整備計画が定められているときは、当該計画を定めた市町村

の意見をそれぞれ聴かなければならない。

３ (1) 意見聴取 道路管理者は、次のことを行うときは、公安委員会の意見

（道路法第95条の２第１項） を聴かなければならない。ただし、道路の通行の禁止又は制

道 限を行う場合において、緊急を要するためやむを得ないとき

路 はこの限りでない。この場合は、事後において速やかに当該

管 禁止又は制限の内容及び理由を通知しなければならない。

理 ア 道路標示と見なされる区画線の設置

者 イ 通行の禁止又は制限

か ウ 歩行者利便増進道路の指定

ら エ 防災拠点自動車駐車場の利用の禁止又は制限

公 オ 横断歩道橋の設置

安 カ 道路の交差部分及びその付近の道路の部分における改築

委 (ｱ) 車道又は歩道の幅員変更

員 (ｲ) 交通島、中央帯又は植樹帯の設置

会 キ 歩行安全改築

へ (ｱ) 道路の附属物である自転車駐車場の道路上における設

の 置

意 (ｲ) 突角の切取り又は歩道の拡幅（いずれも道路の交差部

見 分及びその付近の道路の部分におけるものに限る。）

聴 (ｳ) 横断歩道橋の設置

取 ク 道路の附属物である自動車駐車場の道路上における設置

等 ケ 道路に接する特定車両停留施設の設置
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(2) 協議 道路管理者は、次のことを行うときは、公安委員会に協議

（道路法第95条の２第２項） しなければならない。ただし、通行の禁止又は制限を行う場

（高速自動車国道法（昭和32年法律第 合において、緊急を要するためやむを得ないときはこの限り

79号）第24条の２） でない。この場合は、事後において速やかに当該禁止又は制

（覚書昭和46年３月） 限の内容及び理由を通知しなければならない。

（覚書平成10年２月） ア 道路の区域を立体的区域として決定又は変更

イ 自動車専用道路の指定

ウ 高速自動車国道等に道路標示と見なされる区画線の設置

エ 高速自動車国道等の通行の禁止又は制限

オ 自動車専用道路が他の道路に連結する位置の決定

カ 高速自動車国道が他の道路に連結する位置の決定

キ 高速自動車国道活用施設の連結許可及び利便増進施設の

道路占用許可
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第３ 国家公安委員会指示事項

法第110条は、国家公安委員会に指示権を与え、必要があると認められるときは、公安委員会の行

う交通規制について全国的な視野からある程度の統制を加え、その斉一を図らせることとしている

ものである。

１ 対象道路

(1) 道路法第３条第２号の一般国道

(2) 国家公安委員会が指定する自動車専用道路

(3) 高速自動車国道

２ 一般国道に関する指示事項

(1) 車両通行帯（法第２条第１項第７号）

(2) 環状の交差点における右回り通行（法第４条第３項）

(3) 各種通行止め（法第８条第１項）

(4) 車両進入禁止（法第８条第１項）

(5) 大型自動二輪車及び普通自動二輪車二人乗り通行禁止（法第８条第１項）

(6) 指定方向外進行禁止（法第８条第１項）

(7) 重量制限（法第８条第１項）

(8) 高さ制限（法第８条第１項）

(9) 特定小型原動機付自転車・自転車用道路（法第８条第１項）

（10）特定小型原動機付自転車・自転車及び歩行者用道路（法第８条第１項）

(11) 歩行者用道路（法第８条第１項）

(12) 一方通行（法第８条第１項）

（13）特定小型原動機付自転車・自転車一方通行（法第８条第１項）

(14) 中央線（法第17条第４項）

(15) 車両通行区分（法第20条第１項ただし書及び第２項）

(16) 専用通行帯（法第20条第１項ただし書及び第２項）

(17) 路線バス等優先通行帯（法第20条の２第１項）

(18) 軌道敷内通行可（法第21条第２項第３号）

(19) 最高速度（法第22条）

(20) 最低速度（法第23条）

(21) 車両横断禁止（法第25条の２第２項）

(22) 転回禁止（法第25条の２第２項）

(23) 進路変更禁止（法第26条の２第３項）

(24) 追越し禁止（法第30条）

(25) 右左折の方法（法第34条第１項、第２項又は第４項）

(26) 一般原動機付自転車の右折方法（二段階）（法第34条第５項）

(27) 一般原動機付自転車の右折方法（小回り）（法第34条第５項）
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(28) 進行方向別通行区分（法第35条第１項）

(29) 環状交差点における左折等（法第35条の２）

(30) 前方優先道路（法第36条第２項）

(31) 駐停車禁止（法第44条第１項）

(32) 駐車禁止（法第45条第１項）

(33) 優先本線車道（法第75条の６第１項）

(34) 牽引自動車の自動車専用道路第一通行帯通行指定区間（法第75条の８の２第２項）

３ 国家公安委員会が指定する自動車専用道路及び高速自動車国道に関する指示事項

法の実施に関する全事項

第４ 警察庁に対する事前協議等

公安委員会は、道路管理者と協議を行おうとするときは、警察法（昭和29年法律第162号）第５条

及び法第110条の趣旨に即し全国統一の運用を図るため、あらかじめ次に掲げる事項につき、警察庁

交通局交通規制課に事前協議するものとする。

１ 事前協議対象道路

(1) 高速自動車国道

(2) 自動車専用道路（令第42条第１項の規定による指定の有無を問わない。）

２ 協議事項

(1) 事前協議対象道路が一般道に連結される場合における出入口の取付位置の協議

(2) 関連道路の交通規制計画

(3) 道路法に基づく自動車専用道路の指定に関する道路管理者からの協議

(4) 事前協議対象道路の交通規制計画

３ 事前協議の時期

(1) 前記２(1)から(3)までに係る協議

都市計画決定前、工事着手前、供用開始１年前、供用開始６か月前及び供用後の必要な時期

(2) 前記２(4)に係る協議

新規供用の場合はその６か月前、新規供用又は既供用区間の交通規制の見直しの場合はその

３か月前

４ 高速自動車国道活用施設及び利便増進施設に関する協議

道路管理者から高速自動車国道活用施設及び利用増進施設に関する予備協議及び本協議を受け

た場合は、図面等交通処理方法の検討に必要な書類並びに公安委員会の検討結果及び意見を記し

た書面により、その都度、交通規制課に対して速やかに協議を行うものとする。

第５ 規制業務推進上の留意事項

規制業務は、交通規制を必要とする端緒から公安委員会の意思決定を経てそれを実施するまで、

多様な業務を組織的に推進しなければならない。
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規制業務の推進に当たっては、あらかじめ次の事項に十分留意し、交通規制が合理的かつ適正な

ものとなるようにしなければならない。

なお、交通規制業務のフロー及び交通規制に伴う事前調査の着眼点については、別添１「交通規

制業務フローチャート」及び別添２「交通規制に伴う調査の着眼点」のとおりである。

１ 法適合性の保持

交通規制は、法令の規定に基づき、車両等及び歩行者等に対して一定の行為を禁止し、制限し、

又は一定の行為を為すべき義務を課すことであり、具体的な交通ルールを設定するものであるか

ら、主体、内容及び形式において必ず法令の規定を根拠とし、かつ、これに適合するよう慎重な

検討を行うこと。

２ 妥当性の保持

(1) 必要最小限度の規制

交通規制は、道路利用者に対して大きな影響を与えるものであるから、その内容及び場所的、

時間的な範囲は、目的を達成するために必要な最小限度にとどめること。

(2) 効果的な規制

交通規制の理由となっている障害の状況及び原因を検討の上、それを除去する上で最も効果

的と認められる交通規制の種類及び方法を選定すること。

３ 分かりやすい規制

(1) 斉一性の確保

交通規制は、道路及び交通の状況等に応じて統一した方針の下に実施することとし、これら

が同じであるにもかかわらず、交通規制の内容が異なることがないように留意すること。

特に、都府県（方面）又は警察署の境界及びその付近において交通規制を実施する場合には、

関連都府県（方面）警察又は警察署との連携を密にし、管轄区域相互間で規制が不斉一になら

ないようにすること。

(2) 簡明性の保持

交通規制の内容は、複雑にわたることのないように、できる限り簡単明瞭にすること。やむ

を得ず同一道路において複数の交通規制又は近接する場所に相反する交通規制を実施する等複

雑な交通規制を実施する場合においては、その内容が一見して分かるように十分留意すること。

４ 計画性の保持

(1) 計画的推進

交通規制は、都道府県交通安全業務計画、特定交通安全施設等整備事業の実施計画等に示す

方針に基づき、計画的に推進すること。

(2) 計画的規制

他の交通規制との関係や一般交通に与える影響等を慎重に検討し、道路整備及び交通状況の

長期的推移を把握して、計画的な交通規制を推進すること。

特に、道路利用者に対する影響が大きい交通規制については、事前に計画案等を公表し、必

要な準備期間を確保すること。
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(3) 先行的規制

交通の安全と円滑等が確保されている場合であっても、道路及び交通の状況等の変化から近

い将来問題が予想される場合は、先行的に交通規制を実施すること。

５ 調査の徹底と幹部の現場点検

交通規制の計画の策定及び実施に当たっては、基礎調査及び関連事項の調査を徹底し、それら

を総合的に検討するとともに、必ず幹部が直接現場において点検を行うこと。

６ 交通安全施設の整備と調整等

交通規制の実施に伴い、交通管制センター、信号機等交通安全施設の整備及び運用について必

要な調整を行うとともに、交通規制の効果を補完するため必要な道路及び交通安全施設の整備を

道路管理者に要請すること。

７ 関係者の意見聴取

(1) 一般交通に及ぼす影響が特に大きい交通規制を実施する場合には、道路管理者、地方公共団

体、地方運輸局（運輸支局等）等の関係行政機関だけでなく、大学、研究機関等の専門家の意

見聴取に努めるなど、総合的な検討の上に立って効果的な交通規制を実施すること。

(2) 交通規制の種類に応じて、その影響を受けることとなる関係機関・団体、企業、地域の自治

会、住民等の意見を聴くとともに、交通規制の必要性、効果等について説明し、理解と協力が

得られるように努めること。

８ 事前広報

(1) 事前に道路利用者及び関係住民への規制計画の周知を図るため、パンフレットの配布、交通

情報板の活用、立看板の掲出及び報道機関への情報提供のほか、交通運輸関係団体等へ通報す

る等の方法により広報の徹底を図ること。

(2) 交通規制の種類、内容等によっては、地域交通安全活動推進委員等の協力を得て、交通規制

実施後一定の期間、指導を強化する等の方法により、規制内容の周知と遵守を徹底すること。

第６ 効果測定の実施と交通規制の見直し

１ 効果測定の実施

交通規制実施後における交通流・量の変化や規制の遵守状況、他の地域・路線への影響等を確

認するとともに、規制効果の測定を行い、所期の効果を発揮しているか否かについて確認するこ

と。

２ 交通規制の見直し

(1) 必要な交通規制をタイミングよく実施するとともに、既に実施している交通規制の効果等の

点検・確認を恒常的に行い、実施後において

○ 道路及び交通安全施設等の整備

○ 交通流・量等の交通状況及び沿道状況の変化

○ 道路利用者のニーズの変化

等によって交通規制が実態に合わなくなった場合は、必要な見直しを行うこと。
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(2) 交通規制の見直しに当たっては、道路利用者の立場で分かりやすく守られる交通規制となる

よう留意し、次の見直しの着眼点を十分吟味すること。

「見直しの着眼点」

○ 道路環境及び交通実態に適合しているか。

○ 必要性がない又は必要性が低い規制でないか。

○ 守られない規制でないか。

○ 複雑で分かりにくい規制でないか。

○ 事故防止、渋滞緩和など期待どおりの効果が出ているか。

○ 規制を重複して実施していないか。

○ 周辺道路との整合性及び同一道路での斉一性が保たれているか。

○ 長期間見直しが行われていない規制ではないか。

○ 道路利用者から、苦情、要望等はないか。

(3) 交通規制の解除は、次の例示に示す場合のほか、第４章の各項において定める規制実施基準

に該当しない交通環境となった場合に、交通規制の必要性について十分検討した上で行うこと。

なお、交通規制を解除する場合は、周辺の関連規制、規制予告の有無についても確認するこ

と。

「例示」

○ 通学路の変更により歩行者の通行が減少した場合や道路改良により歩道が整備された場

合における歩行者用道路

○ 道路改良により中央分離帯等が設置された場合における指定方向外進行禁止（右折禁止）、

車両横断禁止、転回禁止（区間規制）

○ 小学校の統廃合等により横断歩行者が減少した場合における横断歩道

○ 歩行者等の横断を物理的に抑止する防護柵等が設置された場合における歩行者等横断禁止

○ 道路拡幅により左側部分の車道幅員が６メートルを超えることとなった場合における追

越しのための右側部分はみ出し通行禁止

○ 路線バスの運行台数が減少した場合における路線バス専用通行帯、路線バス等優先通行帯

○ 遮音壁の設置等により交通環境が改善された場合における騒音、振動等の交通公害防止

のため実施していた特定の種類の車両の通行区分、最高速度

○ 路側帯の設置等により駐車車両の右側の道路上に3.5メートル以上の余地がないこととな

る場合における駐車禁止

○ バイパス道路の供用開始等により交通量が減少し、交通の安全と円滑に支障がなくなっ

た場合における駐車禁止
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別添１
交通規制業務フローチャート

○交通事故 ○交通渋滞 ○交通公害
交 通 規 制 の 端 緒 ○要望、陳情、投書 ○道路の新設、改良

○大規模施設等の建設 ○無秩序な駐車 等

○道路構造、設計速度 ○交通流・量、駐車等の交通環境
実 態 調 査 ○沿道環境 ○交通安全施設等の整備状況 ○交通事故分析

○既に実施している交通規制 ○自然環境 ○実勢速度
○渋滞の発生状況 等

○交通規制以外の対策の有無
○交通規制の種別、場所、対象等の検討

交 通 規 制 計 画 案 の 策 定 ○適法・妥当性、他に与える影響等の検討
○規制の種別、場所、時間、対象（除外）車両の検討
○他の規制との調整 等

○道路・交通安全施設等整備計画との調整
関 係 機 関 等 と の 事 前 調 整 ○環境基準、要請限度の超過状況の照会

○特定の交通規制の資料の入手（法第110条の２第１項）
○地域住民等の意見の確認 等

交 通 規 制 計 画 案 の 決 定 ○規制の種別、場所、時間、対象（除外）車両の決定 等

○交通規制計画書、道路図、交通規制上申書
本 部 上 申 ○交通事故分析図等規制の必要性を疎明する資料

○道路標識等の設置図 等

○道路管理者（法第110条の２第３項・４項）等
協 議 ・ 意 見 聴 取 と 調 整 ○地方公共団体（法第110条の２第５項・６項）

○知事及び関係行政機関の長（法第110条の２第１項・２項）
○警察庁（国家公安委員会）との協議（指示権） 等

○審査、調整、決裁
公 安 委 員 会 の 意 思 決 定 ○決定内容の電算入力

○道路標識等の積算、発注 等

○市町村広報紙等への掲載
協 力 要 請 、 広 報 等 ○関係機関団体、地域住民等への説明

○報道発表 等

○道路標識、標示の視認性、効果の確認
交通規制の実施・道路標識等の設置 ○交通安全施設等の整備・調整

○標識建柱、標示設置の立会 等

○交通事故発生状況、交通流・量、駐車の変化、他の地域・
交 通 規 制 の 効 果 の 確 認 等 路線への影響

○予想した効果との対比、道路利用者の反響等の把握
○交通規制実施結果・効果の広報 等

○交通規制の解除（全部、部分） ○規制種別の変更
交 通 規 制 の 見 直 し 計 画 案 の 策 定 ○補助的規制の実施 ○対象日時の変更

○対象（除外）車両の変更 ○規制区間の延長、短縮
○規制方法（片側、両側）の変更 等
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別添２
交通規制に伴う調査の着眼点

区 分 項 目 内 容

基礎調査 道 路 構 造 ○道路の種類、管理区分（管理者）
○道路の幅員（軌道敷のある場合は別にその幅員）、車線数
○設計速度等

・設計速度 ・曲線半径、曲線部の片勾配 ・視距
・曲線部緩和区間の延長 ・縦断勾配、縦断曲線
・合成勾配 ・車線幅員 ・路肩幅員

○舗装、路面状況（排水性舗装等）
○歩道、車道外側線、路肩の状況
○中央分離帯、構造上の往復分離施設、交通島
○待避所、登坂車線 ○交差点の構造
○交差道路の状況、交差点間隔 ○踏切種類、幅員等

交 通 環 境 ○交通流・量（日・ピーク時、昼夜別、曜日別、季節別）
○大型車・二輪車・自転車の混入率
○歩行者通行量（学童、高齢者等）
○駐（停）車実態 ○バス路線・運行状況 ○鉄道等運行状況
○実勢速度（85パーセンタイル、車種別、時間別、方向別）
○道路交通センサスＯＤ（起終点）調査
○既に実施している交通規制 ○渋滞の発生状況

沿 道 環 境
○人家等の密集状況（市街地、ＤＩＤ） ○路外駐車場
○沿道土地利用状況（住宅地、商業地、工業地、繁華街）
○保育園、幼稚園、学校、福祉施設等 ○建物の形態等
○公共施設、大規模店舗、娯楽施設等 ○既設ゾーン対策実施状況
○騒音、振動、大気汚染等交通公害発生状況

交通安全施設等整備
状況等 ○道路標識・標示、区画線 ○導流化（チャンネリゼーション）

○防護施設（ガードレール等） ○横断歩道橋、地下横断施設
○交通管制施設（信号機設置運用状況、情報板、光ビーコン等）
○視線誘導標、道路反射鏡 ○道路照明施設 ○地下埋設物
○防雪施設、融雪施設 ○トンネル防火施設

交通事故（路線・交
差点・ゾーン別） ○年別推移 ○時間別、車種別、類型別等の特徴的傾向

○第１・２当事者のクロス分析 ○特異重大事故発生状況
○必要により物損事故等を含めた分析

自 然 環 境
○積雪、凍結、吹雪等冬期の道路状況
○多雨、強風、高潮、濃霧等の発生状況

関連事項調査 先 行 対 策 ○都市計画 ○区画整理事業計画 ○再開発事業計画
○中心市街地活性化計画 ○鉄道延伸・立体化計画
○駅前広場 ○地下街新設 ○団地開発 ○大規模店舗・集客施設

道 路 整 備 計 画 ○高速・自専道 ○バイパス ○立体交差化
○コミュニティ道路 ○道路の美装化 ○共同溝

交通安全施設等整備 ○特定交通安全施設等整備事業の実施計画（公安委員会・道路管理者分）
計画

要 望 等 ○地方議会、地方公共団体、交通関係機関・団体
○地域住民（町内会、老人クラブ等）、道路利用者
○道路標識改善対策協議会、道路標識改善懇談会
○踏切道改善促進協議会 ○報道機関 ○投書、陳情
○標識ＢＯＸ ○ヒヤリハットマップ ○交通安全総点検
○取締りを巡る苦情、トラブル


